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■�外貨建資産残高

（単位：千口、百万円）
2019年3月期 2020年3月期

口数 金額 口数 金額
送金為替 各地へ向けた分 2,993 2,170,079 2,999 2,087,164

各地より受けた分 3,356 2,246,942 3,392 2,148,935
代金取立 各地へ向けた分 15 24,184 15 25,729

各地より受けた分 25 33,609 24 29,395

（単位：百万米ドル）

2019年3月期 2020年3月期
仕向為替 売渡為替 126 146

買入為替 7 7
被仕向為替 支払為替 204 183

取立為替 9 9
合計 347 347

■�内国為替の状況 ■�外国為替の状況
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（単位：百万円） 

9,061

■�資本の推移

（2020年3月31日現在）

区分
株　式　の　状　況（１単元の株式数100株） 単元未満

株式の状況
（株）

政府及び
地方公共団体 金融機関 金融商品

取引業者
その他の

法人
外国法人等 個人その他 計

個人以外 個人
株主数（人） 1 28 19 530 62 1 3,232 3,873 －
所有株式数（単元） 2 27,918 714 32,344 4,322 1 30,181 95,482 71,738
所有株式数の割合（％） 0.00 29.24 0.75 33.87 4.53 0.00 31.61 100.00 －

（注）	自己株式257,098株は「個人その他」に2,570単元、「単元未満株式の状況」に98株含まれております。

■�所有者別状況 

■�大株主一覧

国際・為替業務

資本・株式

（2020年3月31日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数
発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する

所有株式数の割合

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 （信託口） 東京都中央区晴海1丁目8番11号 417 千株 4.46 ％
明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1番1号 342 3.65
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 （信託口） 東京都港区浜松町2丁目11番3号 312 3.34
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿1丁目26番1号 305 3.25
鳥取銀行従業員持株会 鳥取県鳥取市永楽温泉町171番地 264 2.82
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 （信託口4） 東京都中央区晴海1丁目8番11号 235 2.51
中国電力株式会社 広島県広島市中区小町4番33号 229 2.45
株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 222 2.37
大樹生命保険株式会社 東京都千代田区大手町2丁目1番1号 168 1.79
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 （信託口５) 東京都中央区晴海1丁目8番11号 134 1.43
計 ― 2,632 28.12

（注）	1.�上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。…
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社	（信託口)	 417千株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社	 （信託口)	 312千株
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社	（信託口4)	 235千株
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社	（信託口5)	 134千株

	 2.�上記のほか、自己株式が257千株あります。
	 3.�株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから、株式会社三菱東京UFJ銀行（現株式会社三菱UFJ銀行）他2社を共同保有者として、2017年6月12日現在の保有株式数を記載し

た同年6月19日付大量保有報告書（変更報告書）が関東財務局長に提出されておりますが、当行として2020年3月31日現在における実質保有株式数が確認できておりませんので、
株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載しております。

		  当該報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数 発行済株式総数に
対する所有株式数の割合

株式会社三菱東京UFJ銀行
（現株式会社三菱UFJ銀行） 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 249 千株 2.59 ％

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目4番5号 152 1.59
三菱UFJ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町1丁目12番1号 16 0.17
計 ― 418 4.35

2014年2月18日金融庁告示第7号「銀行法施行規則第19条の2第1項第5号二等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別
に定める事項」に基づく開示事項を開示しております。

■自己資本の構成に関する開示事項
　自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた
めの基準（2006年金融庁告示第19号。以下「告示」という。）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。
　なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しております。

（連結） （単位：百万円、%）

項　　　　　目 2018年度末 2019年度末

コア資本に係る基礎項目（1）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 44,774 45,248
うち、資本金及び資本剰余金の額 15,514 15,514
うち、利益剰余金の額 30,216 30,645
うち、自己株式の額（△） 675 676
うち、社外流出予定額（△） 280 234
うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額 1,437 615
うち、為替換算調整勘定 － －
うち、退職給付に係るものの額 1,437 615

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 － －
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 － －
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 902 928
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 902 928
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
土地再評価額と再評価直前の帳簿価格の差額の45%に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 363 278
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 45 36
コア資本に係る基礎項目の額� （イ） 47,522 47,107
コア資本に係る調整項目（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 633 595
うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 633 595

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
退職給付に係る資産の額 5,066 5,108
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 － －
特定項目に係る10%基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る15%基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額� （ロ） 5,700 5,703
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））� （ハ） 41,822 41,403
リスク ･アセット等（3）
信用リスク ･アセットの額の合計額 477,287 486,933
うち、経過措置によりリスク･アセットの額に算入される額の合計額 － －
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －

マーケット・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額 21,677 20,774
信用リスク ･アセット調整額 － －
オペレーショナル ･リスク相当額調整額 － －
リスク ･アセット等の額の合計額� （ニ） 498,964 507,707
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）　/　（ニ）） 8.38 8.15

64 65

国際・為替業務／資本・株式 自己資本の充実の状況等について




